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事業事前評価表 

 

国際協力機構 産業開発・公共政策部 

資源・エネルギー第二課 

１．案件名                                

 国 名： ベトナム社会主義共和国 

 案件名： 和名 省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト 

 英名 Project for the Establishment of Energy Management Training 

Center 
  

２．事業の背景と必要性                                           

（1）当該国における省エネルギーセクターの現状と課題 

ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム）は、近年、年率 6-7%程度の急激な経

済成長を遂げている一方、経済成長を上回る年率 10%以上の水準でエネルギー

消費量が伸びており、2015 年にはエネルギー純輸出国から輸入国へと転換を迫ら

れると懸念されている。また、近年は乾季の水不足等の影響で電力需給も逼迫して

おり、今後も順調な経済成長を続けるためには、エネルギーを効率的に運用する社

会経済構造を形成する必要がある。 

そのような中、JICA は 2008 年から 2009 年まで「省エネルギー促進マスタープ

ラン調査」を実施し、省エネルギー普及促進のためのロードマップを策定した。この

調査結果を受けて、ベトナム政府は、指定事業者1のエネルギー消費効率を管理・

促進していくためのエネルギー管理制度2及びエネルギー診断制度3を含めた省エ

ネ関連諸制度を確立するため、「省エネ及びエネルギーの効率的利用に関する法

律（省エネ法）4」を 2011年 1 月に施行している。これにより、ベトナムで省エネルギ

ー行政を所管する商工省（MOIT：Ministry of Industry and Trade）では、エネルギ

ー管理士5及びエネルギー診断士6の人材育成のための研修センター設立に向けた

組織や用地の検討、研修及びその資格制度を規定する省令の制定などを進めて

いる。また、デンマーク政府援助機関（DANIDA）の支援を受けながら、人材育成カ

リキュラム及びテキスト（理論研修のみ）の作成等も行っている。しかしながら、エネ

ルギー管理士及びエネルギー診断士が実務を身に着けるための効果的な体制構

築が課題となっていることから、実技研修を伴う人材育成・資格制度の導入のため

に、ベトナム政府は日本政府に対し 2010 年 7 月に「省エネルギー研修センター設

                                                 
1
 指定事業者: 毎年のエネルギー消費量が原油換算 1,000 トン以上の製造所もしくは 500 トン以上の事業所。2011年度は

1,192社が対象となっている。 
2
 エネルギー管理制度：指定事業者が自社のエネルギー管理士を選任し、毎年及び 5年毎のエネルギー管理計画及び報告を

政府に提出する義務制度。 
3
 エネルギー診断制度：指定事業者が外部のエネルギー診断士に外注し 3年毎のエネルギー診断を受診する義務制度。 

4 省エネ法（No. 50/2010/QH12）：重点施策には、エネルギー管理制度及びエネルギー診断制度並びに省エネルギーラベリン

グ制度がある。傘下の関連法令には、実施細則や罰則規定を設けた政令（閣議決定）、省庁間の役割分担を明記した首相令

（首相決定）、指定事業者の報告方法やエネルギー管理士・診断士の資格要件等を規定した省令（省庁決定）がある。これら

は 2010年 7月から 2012年 6月にかけて制定・施行されており、2011年 9月時点で 10個の関連法令で構成されている。 
5
 エネルギー管理士：指定企業において選任され、エネルギーを消費する設備の維持、エネルギーの使用方法の改善及び監視

を行い、毎年及び 5年毎のエネルギー管理計画書と報告書の作成に係る業務を行う。 
6
 エネルギー診断士：指定事業者におけるエネルギー使用量の計測と分析を行い、エネルギー削減ポテンシャルを確認し、対

策を提案する。 
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立支援プロジェクト」を要請した。 

本事業の前提条件として、省エネルギー研修センターの活用に係る法的位置づ

け及び研修センターのサイト選定が重要であったため、JICA ではこれらを促進する

ために、同一プロジェクトを２つのステージに分け、研修センターのサイト選定まで

の準備段階として 2011 年 9 月から 2012 年 9 月まで「省エネルギー研修センター

設立支援プロジェクト（ステージ１）7」を実施した。ステージ１の協力を通じて、実技

研修を含む研修センターの資格基準が省令に反映され、2012年 7月に対象サイト

がホーチミン市商工局（DOIT-HCMC：Department of Industry and Trade, Ho Chi 

Minh City）傘下のプラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（PRET：

Plastic-Rubber Technology and Energy Conservation Training Center）に決定

した。これらの前提条件が整ったことから、エネルギー管理士及びエネルギー診断

士育成のための研修カリキュラム、研修テキスト、実習機材の整備及び、研修講師

を育成するために「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ２）」

を実施することとした。本事前評価表は、ステージ２の技術協力プロジェクトについ

て規定する。 

 

（2）当該国における省エネルギーセクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ベトナム政府は 2006 年 4 月 14 日に国家省エネルギープログラム（VNEEP）

（2006 年～2015 年）を制定し、省エネルギーの促進に努めてきた。省エネルギー

目標値として、BAU（Business As Usual）のベースラインと比較し 2006 年から

2010 年で毎年 3%～5%の削減、2011 年から 2015 年では 5%～8%の削減とす

ることが決定されている。さらに、2011 年 1 月に省エネ法を施行し、エネルギー管

理制度及びエネルギー診断制度を通じた指定事業者のエネルギー消費効率の管

理・促進を目指している。エネルギー管理士及びエネルギー診断士の研修体制整

備の為、MOIT ではホーチミン市で先行して省エネルギー研修センターを設立する

ことを決定している。本事業によるホーチミン市省エネルギー研修センターの設立

及び体制整備は省エネ法の実施体制整備に位置づけられるものである。 

 

（3）省エネルギーセクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

我が国のベトナム国別援助計画における４つの援助重点分野の内、「経済成長

促進・国際競争力強化」において、開発課題として「資源・エネルギー安定供給」が

挙げられており、省エネルギー分野における技術支援、人材育成を行う本事業はこ

れに位置づけられる。 

また、省エネルギーの推進による CO2 排出削減を通じて、都市環境管理、自然

                                                 
7
 省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）では、MOIT政策決定者の省エネルギー実技研修（C/P研修）

の受講を通じて、実技研修の重要性が確認され、省エネ法下の「エネルギー管理士・エネルギー診断士の研修及び資格の発

行に係る省令（No. 39/2011/TT-BCT）」に実技研修を反映させることに寄与。引き続き、資格試験制度の詳細を定める関連法

令（大臣通達）が制定される見通しであるため、ステージ２では右制定を支援する予定。またステージ１では、本事業の前提条

件であるサイト選定にも寄与。これらの成果に加え、指定企業から提出されるエネルギー消費データを管理・分析するために

必要な C/Pのエネルギーデータ管理能力と統計分析能力強化のため、短期専門家派遣及び C/P研修を通じて、技術移転を

実施。ベトナム側は、今後のエネルギーデータ管理・分析については自主的に対応するため、ステージ２では取り扱わない事

項として整理。更に、日本の省エネルギー政策・技術を紹介するためのセミナーを実施し、関連ステークホルダーの能力強化

にも努めた。また、気候変動対策プログラムローンの政策対話における連携も実現。
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/A424F409F614669D492578A30079EA0A?OpenDocu
ment&pv=VW02040104 
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環境保全につながることから、援助重点分野「環境保全」にも合致する。 

同援助方針に係る援助実績は以下の通り。 

・ 開発計画調査型技術協力「省エネルギー促進マスタープラン調査」（2008-2009

年） 

・ 有償資金協力「気候変動対策プログラムローン」（2009-2015年） 

・ 有償資金協力「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業」（2009-2014年） 

・ 技術協力プロジェクト「ベトナム開発銀行機能強化プロジェクト」（2008-2012年） 

・ 技術協力プロジェクト「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ

１）」（2011-2012年） 
 

（4）他の援助機関の対応 

DANIDAは 2006年から 2011年まで VNEEP（Phase 1）を支援し、エネルギー

管理士・診断士に関し、理論研修（座学）のカリキュラム及びテキストの整備を実施

している。また、国連開発計画（UNDP）と国連工業開発機関（UNIDO）はエネルギ

ー効率等の改善を目的とした ISO500018の導入に係る支援を実施している。 

産業セクターごとの省エネ戦略やロードマップの策定支援は各ドナーが実施して

おり、フランス開発庁（AFD）が鉄鋼分野、アジア開発銀行（ADB）が鉄鋼・セメント分

野、世界銀行（WB）が化学・製紙・食品加工・繊維産業を支援している。また、WB

と DANIDA は省エネ政策の実施に係るモニタリング・評価に対する支援を行ってい

る他、WB と国際金融公社（IFC）は ESCO9事業者に対する支援を実施している。 

 

３．事業概要                                               

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ベトナムにおいて、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成の

ための研修カリキュラム、研修テキスト、実習機材を整備し、研修講師を育成するこ

とにより、エネルギー管理士及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する

研修センターが設立され運用できるようになることを図り、指定事業者の省エネル

ギー活動の推進に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

  ハノイ（国家資格制度構築支援）、ホーチミン（研修センター設立支援） 
 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・ 商工省（MOIT）エネルギー総局科学技術省エネルギー局担当スタッフ 

・ ホーチミン市商工局（DOIT-HCMC）エネルギー管理局担当スタッフ 

・ プラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（PRET）担当スタッフ・講師 

・ 試行エネルギー管理・診断研修受講者、試行エネルギー診断対象企業 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年 4月～2015年 9月（30 ヶ月） 

                                                 
8
 ISO50001：エネルギー管理制度に係る民間資格。ベトナムでは省エネ法には位置づけられていない。 

9
 ESCO (Energy Service Company): 民間の企業活動として、省エネルギーサービスを包括的に提供する事業者。 
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（5）総事業費（日本側） 

  3億円 

 

（6）相手国側実施機関 

商工省（MOIT: Ministry of Industry and Trade）、 

ホーチミン市商工局（DOIT-HCMC: Department of Industry and Trade, Ho Chi 

Minh City） 
 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

・ 長期専門家（省エネルギー制度／業務調整） 

・ 短期専門家（省エネルギー（熱・電気）、省エネルギー実習機材、省エネルギー研

修カリキュラム・テキスト（熱・電気）、エネルギー診断（熱・電気）、エネルギー管

理・診断制度（試験・資格・法令支援）） 

・ 本邦研修（エネルギー管理士研修、エネルギー診断士研修） 

・ 供与機材（実習用機材） 

・ 在外事業強化費 

 

2）ベトナム側 

・ カウンターパートの配置 

・ プロジェクトの実施に必要な施設・機材の提供 

・ その他必要な予算、土地、建物 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けや

すい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断される

ため。 

  

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし。 

 

3)気候変動対策との関連 

ベトナムでは、2011年 12月に「国家気候変動戦略（NCCS）」が、また 2012年

9 月には「国家グリーン成長戦略（GGS）」が首相承認され、国家として気候変

動対策（適応策・緩和策）を推進している。本事業は、2011 年 1 月に施行され

た省エネ法の実施体制整備としての人材育成を行うものであり、これらの気候

変動対策政策の内、緩和策に資するものである。 
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（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

JICAの援助活動は以下の通りである。 

・ 開発計画調査型技術協力「省エネルギー促進マスタープラン調査（2008-

2009 年）」を実施し、その中で省エネルギー普及促進のためのロードマップ

を策定した。 

・ 有償資金協力「気候変動対策プログラムローン（SPRCC）（2009-2015 年）」

（2010 年第一期円借款貸付契約調印）により実施支援を行う政策アクション

の一つとしてエネルギー管理制度の構築を位置づけている。 

・ 有償資金協力「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（EEREPP）

（2009-2014 年）」（2009 年円借款貸付契約調印）を実施しており、ツー・ス

テップ・ローンにより企業レベルでのエネルギー利用効率化を促進している。 

本事業は、SPRCC の政策対話へのフィードバックや、試行エネルギー診断や

ワークショップを通じた EEREPPのサブプロジェクト発掘等、省エネルギーに係

る円借款案件との連携による相乗効果が期待される。 

 

また、主な経済産業省（METI）の委託事業として以下の実績がある。 

・ 省エネルギーセンター「エネルギー診断支援事業」（2010-2013年） 

・ 日本エネルギー経済研究所「省エネルギーラベリング試験所支援事業」  

（2007-2011年） 

・ 三菱商事「（二国間オフセットクレジットメカニズム）高効率エアコンの普及の

FS調査」（2011-2012年） 

・ 三菱 UFJ モルガンスタンレー証券「（二国間オフセットクレジットメカニズム）

高効率電化機器普及促進発掘調査」（2011-2012年） 

・ 日立金属「（二国間オフセットクレジットメカニズム）高効率変圧器導入にかか

る FS調査」（2011年） 
 

2）他ドナー等の援助活動 

DANIDA はエネルギー管理士・診断士の理論研修（座学）のカリキュラム及び

テキストの整備を実施しているため、同研修内容との整合性に留意した上で、

本事業では実技研修の整備を支援する。 

 

また UNDP及び UNIDOは ISO50001の普及を目的とした技術協力を展開し

ており、ベトナムの上位政策に位置づける活動も実施してきた。ベトナム側は

ISO50001 と連動する省エネ活動の支援を重要視していることから、PRET に

おける研修との相乗効果が見込まれる協業が必要と思われる。 
 
 

４．協力の枠組み                                                

（1）協力概要 

1）上位目標： 

省エネ法下の指定事業者における省エネルギー活動が推進される。 
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【指標】 

・ 指定事業者のエネルギー原単位10が○○％改善される 

 

2）プロジェクト目標： 

エネルギー管理士及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する研修セン

ターが設立され運用できるようになる。 

【指標】 

・ エネルギー管理士とエネルギー診断士の研修、資格制度が確立される。 

・ カリキュラムとテキストが大臣通達（Guiding Document of the Minister）による

指定を受ける。 

 

3）成果及び活動 

成果１ エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための、研修カリキュラ

ム、テキスト、実習機材が整備される。 

【指標】 

・ 実習カリキュラム及びプログラムが策定される。 

・ 実習テキスト及び教材が作成される。 

・ 実習機材が納入され、使用可能となる。  

【活動】 

1-1 ベースライン調査を実施する。 

1-2 研修センターに常勤の熱・電気分野講師、運営スタッフが配置される。 

1-3 カリキュラム、テキスト、試験制度に関するワーキンググループを設置する。 

1-4 DANIDA版、MOIT版カリキュラム・テキストのレビューを行う11。 

1-5 実習カリキュラム・プログラムを整備する。 

1-6 実習機材を整備する。 

1-7 スペアパーツリストを含む機材運転・維持管理マニュアルを整備する。 

1-8 実習テキストを整備する。 

1-9 試験・資格制度を整備する。 

1-10 必要な法令への反映を行う。 

 

成果２ カウンターパートがエネルギー管理士育成のための実技研修を実施でき

るようになる。 

【指標】 

・ 研修講師が配置される。 

・ カウンターパートが実習機材を利用した研修を実施できるようになる。 

・ カウンターパートが実習機材を維持管理できるようになる。 

【活動】 

2-1 ホーチミンの研修センターにエネルギー管理士研修の講師が配置される。 

2-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

                                                 
10

 エネルギー原単位：単位生産量当たりに使用するエネルギー量であり、エネルギー使用効率を示す。数値が低いほ

ど、エネルギー効率が良い。 
11

 カリキュラム・テキストには DANIDA版、MOIT版が個別に存在し、MOIT主導により統合作業を予定している。本

事業で支援する実習テキスト・カリキュラムとの整合性を取るため、双方のレビューを行う。 
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2-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

2-4 エネルギー管理士の試行研修を実施する。 

 

成果３ カウンターパートがエネルギー診断士育成のための実技研修を実施でき

るようになる。 

【指標】 

・ 研修講師が配置される。 

・ カウンターパートが法令に則したエネルギー診断レポートの作成について指導で  

きるようになる。 

・ カウンターパートが研修を実施できるようになる。 

【活動】 

3-1 ホーチミンの研修センターにエネルギー診断士研修の講師が配置される。 

3-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

3-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

3-4 エネルギー診断士の試行研修を実施する。 

3-5 工場・ビルにおける試行エネルギー診断を実施する。 

 

成果４ カウンターパートの企業に対する省エネルギー活動の普及啓発能力が強

化される。 

【指標】 

・ カウンターパートが企業に対する省エネ技術及びベトナムにおける事例について

情報発信を行う。 

・ MOIT、DOIT、関係諸大学とエネルギー管理を行う企業・工場と省エネルギー推

進のためのネットワークが構築される。 

【活動】 

4-1 企業に対する省エネルギー技術・制度に関するワークショップを実施する。 

4-2 MOIT、DOIT、大学など省エネルギー関係機関間の省エネルギー推進のた

めのネットワークを構築する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・ 現時点で特定していない基準値及び目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベ

ースライン調査に基づいて設定し、プロジェクト開始から半年後を目処に開催す

る合同調整委員会（JCC） で承認する予定。 

・ DOIT-HCMC、PRET の活動において政策上は MOIT の指導下にあるが、予算

措置については地方政府である市人民委員会の承認が必要であることから、支

出を伴う意思決定には一定の時間を要する体制となっている。プロジェクト実施

においてはこの点に留意するとともに、ベトナム側の円滑な活動実施に必要な事

項についてはプロジェクトからの側面支援を行う。 

・ プロジェクトの直接の協力事項ではないが、上位目標の達成には指定企業から

提出される計画・報告をベトナム政府が適切に管理・指導するためのデータベー

ス及び体制の整備、また政府としての省エネ目標値の設定が重要であることか

ら、本事業ではその動向にも留意して実施する。 
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５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

・ ベトナム側負担事項にについて必要な予算措置が取られる。 

（2）成果達成のための外部条件 

・ ベトナム省エネルギー関係機関の協力が得られる。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ プロジェクトにより育成された講師が異動しない。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ ベトナム政府においてエネルギーデータ管理体制が整備・運用される。 

・ 省エネ法下の指定企業が、法令に規定された資格者の配置・報告の義務を

適切に履行する。 

・ ベトナムの省エネルギー政策が大幅に変更されない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、ベトナムの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致して

おり、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                          

類似プロジェクトとして、タイ「エネルギー管理者訓練センタープロジェクト」（2002-

2005 年）、イラン「省エネルギー推進プロジェクト」（2003-2007 年）、ポーランド「省エ

ネルギー技術センタープロジェクト」（2004-2008 年）がある。タイ・ポーランドの経験

からは、研修センターが有効活用されるためには、実技研修が相手国の上位政策に

組み込まれることの重要性が教訓となっている。また、イランにおけるプロジェクトで

は、供与機材設置の遅れ・機材の不具合による技術移転の遅れ等の問題が生じ、ま

た円滑な技術移転のために供与機材と研修コンポーネントの連動性の確保が重要で

あることが指摘された。 

本事業においては、ベトナム法令への反映により、当該国での制度化を行う。機材

調達に係る問題については、ベトナム側ニーズの把握と研修機材の選定・調達方法

に留意し、効率的な技術移転の妨げとならないよう十分な準備を行う。 

 

８．今後の評価計画                                           

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以上 


